
 

 

の対象となる賃金について

「通勤手当、退職手当その他

の厚生労働省令で定めるも

のを除く」と規定しています

が、「職務に密接に関連して

支払われるもの」については

均衡確保の努力義務の対象

となるよう、省令が見直され

る予定です。 

雇用均等分科会の資料で

は、「距離や実際かかってい

る経費とは関係なく一律の

額で通勤手当として支払っ

ているような場合について

は、職務関連として整理され

るのではないか」とされてお

り、７月下旬に公布される予

定の改正省令でどのように

規定されるか、注意を要しま

す。 

◆苦情等相談窓口の設置 

および周知について 

改正法では、上記の通り、

雇入れ時の事業主による説

明義務が規定されるととも

に、16 条で、パート労働者か

らの相談に応じるための体

制の整備を義務付けていま

す。 

これにより設置される相

談窓口が、改正省令では雇入

れ時に文書交付等により明

示すべき事項に追加される

見通しですので、体制の整備

だけでなくその周知も行わ

なければならないこととな

ります。 

7 月の税務と労務の手続

提出期限［提出先・納付

先］ 
10 日 

○ 健保・厚年の月額算定基

礎届の提出期限＜7 月 1

日現在＞［年金事務所ま

たは健保組合］ 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額

の納付＜1 月～6 月分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始して

いる場合＞［労働基準監

督署］ 

○ 労働保険の今年度の概算

保険料の申告と昨年度分

の確定保険料の申告書の

提出期限＜年度更新＞

［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納

第 1 期分＞［郵便局また

は銀行］ 

15 日 

○ 所得税予定納税額の減額

承認申請＜6月30日の現

況＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況

報告書の提出［公共職業

安定所］ 

31 日 

○ 所得税予定納税額の納付

＜第 1 期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

＜休業 4 日未満、4 月～6

月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払

報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

当事務所よりひと言 
 当事務所の弁護士は、今般、

ガス溶接作業主任者、ボイラ

ー整備士試験に合格しまし

た。 

 化学物質や機械の取り扱い

の基礎的な知識でも、安全衛

生や労災発生のメカニズムを

考える上では大変勉強になっ

ております。 

現状に慢心せず、サービス

向上のため、引き続き専門知

識を高めるよう、努力してい

きたい所存です。 

 

 

 

 

 

番効果的なクレーム対応策

となります。 

例えば、次のこと等を社員

の間で徹底しておきましょ

う。 

・後回しは確実にクレームを

悪化させるため、クレーム

対応は最優先で行う 

・応対する者により返答が異

ならないようにクレーム

対応方法の標準化（一元

化）を行う 

・引継ぎの際に確実な情報連

携を行い、何度も同じこと

を聞かずに済むようにす

る 

・クレームの原因究明を行う

ことができる場を設ける 

また、受けたクレームを記

録に残し、情報を共有できる

ようにすることも効果的で

す。 

このような体制を確立す

るためには、電話応対など、

研修で教育することが必要

となることもあります。 

◆状況に応じた対応を 

もちろん、中にはいわゆる

「モンスター・クレーマー」

のような、対応に苦慮するク

レームもあります。社内で対

応が困難なハードクレーム

については、弁護士や警察に

解決を任せる必要があるも

のもあります。 

適宜、状況に応じた対応がで

きるようになれば、クレーム

対応は万全と言えるでしょ

う。 

「改正パートタイム労働

法」省令や指針に注意！ 

◆改正パートタイム労働法

の概要 

４月 23 日に公布された改

正パートタイム労働法（以

下、「改正法」）では、賃金の

決定、教育訓練の実施、福利

厚生施設の利用その他待遇

の面で正社員との差別的取

扱いが禁止されるパート労

働者の範囲の拡大、また、待

遇の決定についてパート労

働者の納得性を高めるため

に行う雇入れ時の説明義務

等が規定されましたが、これ

らの具体的な取扱いは省令

や指針に規定されます。 

現在、厚生労働省（労働政

策審議会雇用均等分科会）に

おいて、省令や指針の見直し

の議論が進められており、実

務への影響が大きいことか

らその行方が関心を集めて

います。 

◆「一律○円」による 

通勤手当の支給は要注意？ 

改正法 10 条 1 項は、正社

員との均衡確保の努力義務

改めて確認しておきたい

「クレーム対応」の基本 

◆増えているクレーム 

クレームに関しては、「顧

客が苦情を企業に伝えるの

は 26 件中１件」という測定

結果（1984 年）が有名で、

この数字がいわばクレーム

対応を行う上での常識とも

なっています。 

しかし、現在、クレームの

発生率は確実に上昇してお

り、あるリサーチによると、

「4.63 回に１回」（2012 年）

という結果も出ています。ク

レーム発生率が跳ね上がっ

ている昨今、無用のトラブル

を防ぐためには、今一度クレ

ーム対応のやり方について

見直しておく必要がありま

す。 

こうした状況を反映して

か、クレーム対応をテーマと

したセミナー等も増えてお

り、また、会社顧問として外

部の実力のある苦情処理専

門家を置く企業も急増して

います。 

◆「当たり前のことを当たり

前にやる」ことが大切 

クレーム対応では、初期対

応が最も大切です。そこで、

「当たり前のことを当たり

前にできる」体制づくりが一
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